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国立研究開発法人理化学研究所（以下「理研」という。）は、国立研究開発法人として通則法に

従って国民の負託に応え、科学技術の水準の向上を通じた国民経済の健全な発展その他の公益に資

するよう、研究開発の最大限の成果を確保することが求められている。また、国立研究開発法人理

化学研究所法では、科学技術に関する試験及び研究等の業務を総合的に行うことにより、科学技術

の水準の向上を図ることが理研の目的とされている。さらに、特定国立研究開発法人による研究開

発等の促進に関する特別措置法では、世界最高水準の研究開発の成果の創出並びにその普及及び活

用の促進を図り、もって国民経済の発展及び国民生活の向上に寄与すると謳われている。 

こうした国民からの負託に対し、理研は「研究開発の最大限の成果を確保」すなわち研究開発の

成果の最大化という目的に照らして、自らが果たす役割・ミッションを中長期計画において以下の

通り定めている。 

① 科学研究の最前線でその発展を牽引し、基礎科学の学理を生み出し、その知を日本にとどま

らず世界に拡げ、社会に欠かせない存在となること 

② その卓越した科学研究を通じて、地球規模課題の解決を目指し、国民そして人類全体の将来

社会への発展に貢献することにより、国民生活の発展や国際的地位の向上につなげること 

理研がその役割・ミッションを果たすため、科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法

律第２４条第１項の規定する内閣総理大臣の定める基準（平成 20年 10月 21日付内閣総理大臣決

定）に基づき、理研の人材活用等に関する方針を以下のとおり定める。 

なお、本方針は、令和 4年 3月 25日に改定された文部科学省所管の独立行政法人の評価に関す

る基準（平成 27年 6月 30日付文部科学大臣決定）における人材確保・育成方針に対応するもので

あり、中長期計画の変更等を踏まえて、必要に応じて見直すものとする。 

 

１．研究開発等の推進における若年研究者等の能力の活用に関する事項 

（１）若年者、女性や外国人の育成及び確保などについて 

理研は、全ての研究者がその個性と能力を十分に発揮し、世界最高水準の研究開発の成果創出に

寄与できる環境の実現を目指して、研究人材の多様化に引き続き取り組んでいく。 

科学的、社会的にインパクトの高い野心的な研究に挑戦しようとする若手研究者を対象に、PI と

して独立し、自らのチームを率いて研究を推進する機会を提供する理研 ECL（RIKEN Early Career 

Leaders Program）制度をはじめとした人材登用・人材育成の枠組みを整備・強化し、有為な人材

が野心的な研究に挑戦する機会や国際的な連携活動に参画する機会を提供し、国際的な頭脳循環の

もとで、将来の理研における先端研究を担う、未踏の研究分野や新興・融合分野に高い専門性を有

する人材候補を発掘し、育成・確保を行う。また、サイエンスの発展の原動力となる多様性を確保

するため、女性研究者や外国人研究者のリクルーティングとサポートを集中的に行う。さらに、優



秀な人材が理研から国内大学・研究機関に転出する際、研究活動を止めることなくシームレスに転

出先に移籍し、躍進するための支援を行う。 

 

（２）ライフイベントに応じた研究者等の柔軟な働き方支援のための取組について 

妊娠・出産・育児や介護期間中等の勤務時間の短縮・変更、出勤免除及び多様化する働き方に十

分対応するため、育児や介護を理由とするフレックスタイム制の申請や在宅勤務日数の拡充などに

引き続き取り組む。また、妊娠・育児中の研究職員を支援する者に対する経費助成等を継続してい

く。加えて、若手研究人材育成制度においては、出産・育児期にある対象職員の休業期間分の契約

期間延長を引き続き実施する。 

 

（３）外国人研究者等の能力活用について 

国際的に優秀な研究人材を獲得するため、研究の健全性・公正性（研究インテグリティ）を確保

し、国際的に信頼性のある研究環境を構築する。また、研究人材を募る公募記事は日英での公開を

原則とする。理研着任にあたり日本国内に生活拠点を設ける外国人に対する支援を主たる業務とす

る職員を配置するとともに、生活に関連する諸手続きのサポートや家族に対する生活支援をワンス

トップ・サービスで提供する。加えて、理研内の一層のバイリンガル化を推進する。 

 

（４）その他、研究開発等の推進における若年研究者等の能力活用について 

若手研究者の新たな発想に基づく独自性ある研究開発を促進するため、理研内の若手研究者から

の独創的な研究提案に対し研究費を助成する。また、優れた研究開発支援業績に顕著な貢献のあっ

た、あるいは社会への普及促進に顕著な貢献のあった若手研究者を表彰しエンカレッジする制度を

通じて、若手研究者の研究開発能力向上を図る。 

 

２．卓越した研究者等の確保に関する事項 

（１）卓越した研究者等の確保のために努める事項について 

特定国立研究開発法人として世界最高水準の研究開発成果を創出するために必要とされる、極め

て専門的な知識と国際的に卓越した能力を有する人材を確保・養成するべく、年俸制の「無期雇用

職」による長期雇用枠を一定の規模で維持する等、多様な財源を活用して必要な人件費を確保する

とともに、弾力的な給与設定の仕組みを適時適切に運用していく。 

 

（２）能力及び実績に応じた処遇等について 

研究職員には業績、能力、人材育成等を評価項目とした評価を、事務職員には職務遂行における

業績・行動評価をそれぞれ毎年度実施し、次年度の給与に反映している。特に優れた貢献や業績を

挙げた職員に対しては、評価に伴う給与への反映に加え、報奨金制度や表彰制度に基づき、引き続

きその功労に積極的に報いていく。 

 

 

 



（３）研究に専念できるような環境の整備について 

自立的に研究室を運営できる能力を有する研究者の着任に際しては、提供するスタートアップ資

金や研究スペース等の充実に加え、共用機器制度の拡充を図ることで、理研での研究開始までに要

する期間の短縮に努める。加えて、異分野の研究者との交流機会を通じて、自らの研究の加速、研

究領域の拡大や分野融合研究の模索を促す。 

 

３．研究開発等に係る人事交流の促進に関する事項 

（１）研究者雇用の安定性と流動性を高いレベルで両立するための取組について 

人材流動性が失われることがないよう、労働法制や各センターの性質・戦略に応じた無期雇用／

有期雇用のあり方を常に検討していくとともに、研究者の転出時の研究継続／発展支援と連携強化

を推進する。また研究者の意欲の更なる向上と優秀な若者が研究職を目指す動機付けとなるよう導

入している能力や業績が年俸に反映される給与制度の運用とともに、キャリアカウンセリング部門

の強化、個別カウンセリング、研修メニューの充実など、採用から転出支援までの取り組みを引き

続き高めていく。加えて、転出後も理研の優れた研究環境を引き続き利用できる機会提供を充実さ

せることで、高い研究アクティビティを維持・発展させる。 

 

（２）産学官の間での研究開発体制のさらなる推進について 

クロスアポイントメント制度の導入や兼業規制の緩和等により、研究者等が複数の大学、公的研

究機関、企業において、一定のエフォート管理の下で雇用され、各機関における役割に応じて研

究・開発等に従事している。本制度は日本のイノベーションエコシステムにおける中核としての理

研の機能を強化し、世界トップレベルの研究開発体制を構築・推進するものであり、本制度のさら

なる改良と活用を通じて、研究開発成果を最大化していく。 

 

４．その他研究開発等の推進のための基盤強化のうち人材活用等に係るものに関する重要事項 

理研の事務職員は、優秀な研究者と協働し、科学技術を通して人類社会の発展に貢献するプロフ

ェッショナルである。そのような人材として育成するため、個々のキャリアフェーズに応じた適切

なジョブローテーションにより、政府省庁や他機関への出向を含む最適な業務経験を積んだ後、本

人の適性を踏まえ研究経営マネジメントあるいは研究推進のスペシャリストとしてのキャリアパス

を定めていく。 

 

 


